
議  案  説  明 
№1                                                       令和 5年 5 月臨時会 

議   案 担 当 概          要 

議案第 42 号 

湖西市税条例の一部を改正する条

例制定に係る専決処分の承認を求

めることについて 

総 務 部 地方税法等の一部を改正する法律が公布され、令和 5 年 4 月 1 日から施行されたことに伴

い、湖西市税条例の一部を改正する必要が生じました。市議会を招集するいとまがなく、地

方自治法第 179 条第 1 項の規定により専決処分させていただきましたので、ここに報告する

ものです。 

 主な改正内容は、「ＱＲコード付き納付書の追加」、「個人市民税の課税の特例の延

長」、「長寿命化のための大規模修繕工事を行ったマンションに係る固定資産税額の減額措

置」、「軽自動車税環境性能割の特例制度の廃止」、「軽自動車税の種類別のグリーン化特

例制度の対象拡大」等です。 

また、条例全体にわたり法改正に伴う字句の整理を行ったものです。 

 なお、施行日は、令和 5年 4月 1 日とするものです。 

議案第 43 号 

湖西市都市計画税条例の一部を改

正する条例制定に係る専決処分の

承認を求めることについて 

総 務 部  地方税法等の一部を改正する法律が公布され、令和 5 年 4 月 1 日から施行されたことに伴

い、湖西市都市計画税条例の一部を改正する必要が生じました。市議会を招集するいとまが

なく、地方自治法第 179 条第 1 項の規定により専決処分させていただきましたので、ここに

報告するものです。 

 改正内容は、法改正に伴う項ズレの整理をしたものです。 

 なお、施行日は、令和 5年 4月 1 日とするものです。 

議案第 44 号 

湖西市国民健康保険税条例の一部

を改正する条例制定に係る専決処

分の承認を求めることについて 

市民安全部  地方税法施行令等の一部を改正する政令が公布され、令和 5 年 4 月 1 日から施行されたこ

とに伴い、湖西市国民健康保険税条例の一部を改正する必要が生じました。市議会を招集す

るいとまがなく、地方自治法第 179 条第 1 項の規定により専決処分させていただきましたの

で、ここに報告するものです。 

 主な改正内容は、地方税法施行令のとおり、国民健康保険税の後期高齢者支援金等課税額

の課税限度額を 20 万円から 22 万円に引き上げるもの、及び前年の所得が一定以下の世帯に

対し均等割額と平等割額を軽減する制度における 5 割軽減世帯と 2 割軽減世帯の所得要件を

緩和し、対象世帯を拡大するものです。 

 なお、施行日は、令和 5年 4月 1 日とするものです。 

※「ＱＲコード」は㈱デンソーウェーブの登録商標です。 
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№2                                                       令和 5年 5 月臨時会 

議   案  担 当 概          要 

議案第 45 号 

令和 5 年度湖西市一般会計補正予

算（第 1 号）に係る専決処分の承

認を求めることについて 

総 務 部 今回の補正予算は、令和 5 年 4 月 18 日に専決処分をさせていただいたもので、ここに報告

するとともに、承認をお願いするものです。 

補正予算の内容といたしましては、所得の低い子育て世帯に対して、子ども 1 人当たり 5 万

円を支給する給付金に係る経費を計上したものです。 

なお、財源としましては、国庫支出金を充て、補正額は、歳入歳出それぞれ 7,300 万円を増

額し、総額 262 億 7,300 万円としたものです。 

議案第 46 号 

令和 5 年度湖西市一般会計補正予

算（第 2 号）に係る専決処分の承

認を求めることについて 

総 務 部 今回の補正予算は、令和 5 年 4 月 27 日に専決処分をさせていただいたもので、ここに報告

するとともに、ご承認をお願いするものです。 

補正予算の内容といたしましては、新型コロナワクチンの個別接種を促進するため、一定数

以上の接種を行った診療所に対する支援金に係る経費を計上したものです。 

なお、財源としましては、国庫支出金を充て、補正額は、歳入歳出それぞれ 900 万円を増額

し、総額 262 億 8,200 万円としたものです。 

議案第 47 号 

令和 5 年度湖西市一般会計補正予

算（第 3 号） 

総 務 部 今回の補正予算は、歳入歳出それぞれ 1 億 2,790 万円を増額し、総額を 264 億 990 万円にし

ようとするものです。 

歳出の内容といたしましては、住民税非課税世帯に対して、1 世帯当たり 3 万円を支給する

支援給付金に係る経費を計上するものです。 

なお、財源としましては、国庫支出金を充て、対応するものです。 
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